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平成 28 年度農林水産政策科学研究委託事業について 

 

１ 事業の目的 

本事業は、農林水産省の行政部局の政策研究ニーズに的確に対応するため、従来

から行政部局との連携を図りつつ政策研究を実施してきた農林水産政策研究所の関

与の下に、大学、シンクタンク等の研究機関の幅広い知見を活用して研究を進める

もので、科学的・客観的な政策の企画立案に資する政策研究の推進を図ることが目

的です。 

 

２ 公募研究課題 

本事業では、行政部局からの要請等に基づき、農林水産政策の推進上、重要性・

緊急性が高く、研究の成果が農林水産政策の企画立案に資するものとして、研究テ

ーマを設定します。 

平成 28年度から実施予定の委託研究テーマは以下の通りで（別紙１「平成 28年

度研究テーマの概要」を参照）、これに基づき具体的な研究課題を募集します。 

なお、研究の実施期間（予定）は、３年とします。 
 

【テーマ】医療分野との連携による農業・農村の活性化とその波及効果及び体系 

的支援の在り方に関する研究 

  
（注）本事業は、社会科学系研究を主体的に行い、政策の企画立案等に活用できる水準の成果

をあげることが見込まれる研究を対象とします。仮に、以下のような研究課題が応募され

た場合、審査の対象から除外されますのでご注意下さい。 

・主として情報収集を目的とする実態調査・分析等の研究課題 

・主として自然科学系の実験等手法を活用した研究課題 

・農林水産政策の企画立案に寄与しない研究課題 

 

３ 公募から研究開始までのスケジュール 

○公募期間            ４月 14日（木）～５月 27日（金）16時 

○１次（書面）審査        ５月下旬～６月上旬 

○２次（ヒアリング）審査     ６月中旬～６月下旬 

○採択課題決定          ６月末頃 

○研究計画見直し（必要な場合） ７月上旬～７月中旬 

○委託契約の締結（研究開始）   ７月末頃旬 

（注）応募の状況等により変更となる可能性があります。 

 

４ 応募資格等 

（１）応募資格 

① 応募できる者は、民間企業、技術研究組合、公益又は一般法人、独立行政法人、

大学、地方公共団体、NPO 法人、協同組合等の法人格を有する研究機関（※１）

（以下「研究機関等」という。）、又はこれらの２以上の研究機関等から構成さ
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れるグループ（以下「共同研究グループ」という。）です。 

② 共同研究グループの場合は、国との委託契約における受託者として一切の契約

責任を有し研究推進の中核となる機関（以下「中核機関」という。）を定め、中

核機関が応募することになります。また、中核機関は、研究の効率的な推進を図

る観点から、中核機関以外の研究機関（以下「共同機関」という。）との役割分

担を明確にするとともに、参画機関が過度に多くならないように配慮して下さい。 

（※１）研究機関とは、法人格を有する者で、以下の２つの要件を満たす機関を指します。 

① 研究開発を行うための研究体制、研究員、設備等を有すること。 

② 知的財産等に係る事務管理等を行う能力・体制を有すること。 

 

（２）研究機関等の要件 

研究機関等（共同研究グループの場合は中核機関。以下同じ。）は、次の要件を

満たすことが必要です。 

① 原則として、日本国内の研究開発拠点において研究を実施すること。ただし、

国外機関が有する特別な研究開発能力、研究施設等の活用又は国際標準獲得の観

点から必要と認められる場合は、この限りではありません。 

② 国との委託契約を締結できること。共同研究グループの場合、中核機関は共同

機関と、国との委託契約に準拠した内容で、研究調査委託契約を締結できること

（８（１）「委託契約の締結」を参照）。 

③ 研究を受託できる財政的健全性を有すること。 

④ 研究の企画調整及び運営管理を円滑に実施できる能力・体制を有すること。特

に、事業費執行において、区分経理処理が行える会計の仕組み、経理責任者の設

置や複数の者による経費執行状況確認等の適正な執行管理体制を有すること。 

⑤ 中核機関は、共同機関の研究推進状況の確認、定期的な情報交換等を行い、適

切な進行管理を行うこと。 

 

（３）研究総括者とその要件 

研究機関等は、所属する研究者の中から当該研究課題の実施に責任を有する研究

の総括者（以下「研究総括者」という。）を選定する必要があります。共同研究グ

ループの場合は、中核機関に所属する研究者の中から研究総括者を選定する必要が

あります。 

 

［研究総括者の要件] 

  研究総括者は、次の要件を満たすことが必要です。 

① 原則として研究機関等に常勤的に所属しており、国内に在住していること。長

期出張により長期間研究が実施できない場合、又は、人事異動や定年退職等によ

り研究機関等を離れることが見込まれる場合には、研究総括者になることを避け

て下さい。 

② 当該研究の遂行に際し、必要かつ十分な時間が確保できること。 
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③ 当該研究の遂行に必要な高い研究上の見識及び当該研究全体の企画調整・進行

管理能力を有していること。 

  

５ 応募手続 

（１）応募方法 

研究機関等は、所定の申請様式（※２）にて応募書類を作成の上、府省共通研究

開発管理システム（以下「e-Rad」という。）を利用して電子申請を行って下さい。

e-Rad を利用した電子申請の方法については、別紙２「府省共通研究開発管理シス

テム（e-Rad）による応募について」をご参照下さい。郵送、持参、FAX及び電子メ

ールによる提出は一切受け付けませんので、ご注意下さい。 

 （※２）e-Radの公募ホームページ及び農林水産政策研究所ホームページに掲載。 

 

（２）応募に当たっての留意事項 

① 応募書類（研究実施計画書等）の作成に当たっては、申請様式に記載されてい

る研究実施計画書等作成上の留意事項をご参照下さい。 

② 所定の様式以外での応募及び応募後の書類等の変更は、認められません。 

③ 提出された応募書類に不備がある場合は、審査対象とならないことがあります。 

④ 提出された応募書類等は返却いたしません。 

⑤ 応募内容に関する秘密は厳守いたします。 

⑥ 応募書類受付後１週間は、委託研究事務局より、内容についての確認等の連絡

をする場合がありますので、出張の場合は携帯電話の連絡先の周知を図る等、研

究総括者に確実に連絡が取れるようにして下さい。 

 

（３）応募受付期間 

  応募受付期間：平成 28年４月 14日（木）～平成 28年５月 27日（金）16時（厳守） 

 

６ 研究費 

１課題・単年度当たりの研究費（間接経費を含む）は、原則として７百万円程度

とし、予算額の範囲内で決定します。研究機関等は、国からの委託費として、直接

経費、間接経費及び研究調査委託費を計上できます。共同機関は、中核機関からの

研究調査委託費として、直接経費及び間接経費を計上できます（消費税を含む）（詳

細は別紙３「契約上支払対象となる経費について」を参照）。 

 

（１）直接経費 

研究の遂行及び研究成果の取りまとめに直接必要とする経費（人件費、謝金、研

究員等旅費、委員旅費、試験研究費等）。 

直接経費に計上できるものは、本委託事業の遂行及び研究成果の取りまとめに直

接必要であることが経理的に明確に区分できるものに限ります。 
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（２）間接経費 

研究機関等が研究遂行に関連して間接的に必要とする経費であり、管理部門、研

究部門、その他関連事業部門に係る施設の維持運営経費等、研究の実施を支えるた

めの経費であって、直接経費として充当すべきもの以外の経費。 

直接経費の 30％に当たる額を上限として計上できます。間接経費の執行に当たっ

ては「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（平成 13年４月 20日競争的

資金に関する関係府省連絡会申し合わせ、平成 26年５月 29日改正）に基づき、研

究機関等の長の責任下で、使途の透明性を確保し、適切な執行を図って下さい。 

 

（３）研究調査委託費（中核機関のみ計上可能） 

共同機関に対する試験研究の委託に要する経費及び研究推進に係る業務の一部を

他の機関に委託するために要する経費。研究調査委託費の総額は委託費総額の５割

以下とする必要があります。 

 

７ 研究課題の選定 

（１）選定の方法及び手順 

① １次（書面）審査 

  外部専門家等による１次（書面）審査の結果を基に、農林水産政策研究所が、

２次（ヒアリング）審査の対象課題を選定します。 

 ② ２次（ヒアリング）審査  

外部専門家等を構成員とする農林水産政策科学研究委託事業研究課題評価委員

会（非公開）を開催し、１次（書面）審査で選定された課題の研究総括者に対し

て、ヒアリングを実施し、これを基に、農林水産政策研究所が採択課題を決定し

ます。 

なお、外部専門家等による１次及び２次審査は、申請課題の利害関係者以外か

ら構成されます。 

 

（２）審査基準 

① 政策的観点 

ア 政策的観点から見た社会的・経済的意義（重要性、緊急性） 

イ 政策の企画立案における研究成果の活用の可能性 

ウ 先行類似研究の有効活用や費用対効果の面から見た研究計画の妥当性 

エ 研究成果の波及性 

② 科学的観点 

ア 学術的意義（新規性、先導性） 

イ  研究計画の効率性（研究コスト及び費用対効果、研究期間、研究方法、研究

体制等）      

ウ 目標の明確性・達成可能性 
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（３）選定結果の通知等 

１次（書面）審査による選定結果、２次（ヒアリング）審査の日程及び採択結果

については、審査後、速やかに直接研究総括者にお知らせします。なお、採択され

た研究課題については、課題名、研究機関、課題の概要等を、農林水産政策研究所

のホームページ等に公表します。 

 

８ 研究課題の管理等 

（１）委託契約の締結 

   研究課題選定の過程で、見直しが必要とされた事項等がある場合は、採択結果

の通知とともにお知らせしますので、これを踏まえ、研究計画の見直しを行った

上で、農林水産政策研究所長と研究機関等の長との間で委託契約を締結します。

委託契約の締結に当たっては、以下の点にご留意下さい。 

 ① 契約上の要件として、平成 28･29･30年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一

資格）の「役務の提供等（調査・研究）」の区分における資格の取得が必要です。

このため、現在この資格のない研究機関等は、平成 28年６月中に取得して下さい。 

  ・共同研究グループの場合は、中核機関のみの取得で構いません。 

・地方公共団体においては、取得する必要はありません。 

・資格の取得に係る詳細な情報については、統一資格審査申請・調達情報検索サ

イト（https://www.chotatujoho.go.jp/va/com/ShikakuTop.html）をご参照下

さい。 

② 研究機関等には契約に必要な書類を速やかに提出していただくこととなります

が、書類に不備がある場合や、契約条件が合致しない場合（研究委託条件が合致

しない場合を含む。）には、委託契約の締結ができない場合もありますので、採

択された場合には、契約書の内容を十分確認して下さい。 

③ 経費の支払いは、精算払いとなります。 

④ 委託契約は年度単位となりますので、次年度以降はその都度契約となります。 

 

（２）研究成果 

① 実績報告書 

   委託を受けた研究機関等の長は、毎年度、委託契約書に基づく実績報告書（日

本語）を委託研究事務局に提出していただきます。 

② 研究成果の帰属 

   委託研究を実施することにより特許権等の知的財産権が発生した場合、以下の

ア～ウの条件を遵守（遵守に係る確認書を提出）していただくことを前提条件に、

その知的財産権の帰属先を、研究機関等とすることができます。また、中核機関

から共同機関への研究調査委託に係る知的財産権の帰属先も、同様の条件により

共同機関とする（必要に応じて、中核機関と当該共同機関との間での持ち分を定

める）ことができます。詳細については、委託研究事務局にお問い合わせ下さい。 

ア 特許権等の知的財産権が発生した場合には、遅滞なく国に報告すること。 
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  イ 国が公共の利益のために、特に必要があるとして要請する場合、国に対し、

当該知的財産権を無償で利用する権利を許諾すること。 

  ウ 当該知的財産権を相当期間活用しておらず、かつ正当な理由がない場合に、

国が特に必要があるとして要請するとき、第三者への実施許諾を行うこと。 

（注１）帰属を受けた知的財産権について、国以外の第三者に譲渡又は実施許諾等を行う場

合には、農林水産省の承認が必要です。 

（注２）上記の（注１）の他、本事業の研究成果によって得られた知的財産権については、

「大学等における政府資金を原資とする研究開発から生じた知的財産権についての研究ラ

イセンスに関する指針」（平成 18年５月 23日総合科学技術会議 

 (http://www.jaist.ac.jp/ipcenter/zenbun.pdf)）に基づき、対応することとします。 

   

（３）研究成果等の公表 

   本事業の研究成果については、農林水産政策研究所が、研究成果発表会や、冊

子等により公表します。その際、研究機関等に協力を求めることがありますので

ご承知おき下さい。 

   また、本事業の研究成果は、政策の企画立案への貢献のみならず、学術面での

高い貢献も求められることから、各研究機関等においては、原則としてその研究

成果について学会誌(査読付き)への論文投稿を行っていただきます。また、本事

業による研究内容及び成果について、学会誌への論文投稿の他、プレスリリース、

インターネット、シンポジウム等により公表する場合には、事前に、委託研究事

務局に連絡していただくこととなります。なお、公表に当たっては、「農林水産

政策科学研究委託事業」を活用して行っているものであることを明示していただ

きます。 

 

（４）収益納付 

   研究機関等は、本事業の研究成果による収益状況を本事業が終了した翌年度か

ら起算して５年間、毎事業年度末から 90日以内に報告していただきます。報告に

より、相当の収益が得られたと認められた場合には、以下により、収益の一部に

相当する金額を納付していただきます。 

① 本事業に係る特許権等の譲渡又は実施権の設定により収益が生じた場合 

    納付額＝収益額×（委託費の確定額の総額／委託事業に関連して支出された研

究費総額）×1/2 

（注１）式中「収益額」とは、当該特許権等の譲渡又は実施権の設定により生じた収益をい

います。 

（注２）式中「委託費の確定額の総額」とは、研究課題に必要な経費として委託契約書に基

づき確定された各年度における委託費の総額をいいます。 

（注３）式中「委託事業に関連して支出された研究費総額」とは、委託費の確定額の総額及

び当該特許権等を得るために要した委託費以外の技術開発費の合計額をいいます。 

② 本事業の成果の企業化により収益が生じた場合 

納付額＝収益額×（研究費の確定額の総額／企業化に係る総費用）×企業化利
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用割合×1/2 

（注１）式中「収益額」とは、委託事業の成果に係る製品ごとに算出される営業利益をいい

ます。 

（注２）式中「企業化に係る総費用」とは、委託費の確定額の総額及び製品の製造に係る設

備投資等の費用の合計額をいいます。 

（注３）式中「企業化利用割合」とは、製品全体の製造原価に占める、委託事業に係る成果

物の製造原価の割合をいいます。 

   

９ 研究課題の進行管理、評価等 

（１）研究課題の進行管理等 

① プログラムオフィサー（PO）を主査とする研究推進チームによる助言・指導 

本事業の実施に当たっては、プログラムオフィサー（PO）（課題の選定、評価、

フォローアップ等の進行管理を行う責任者として、農林水産政策研究所の職員の

中から農林水産政策研究所長が指名した者）を主査として、農林水産省の職員の

中から構成される研究推進チームが研究の進捗状況を把握し、必要に応じ助言・

指導等を行います。 

② 研究推進会議の開催 

共同研究グループの場合、中核機関には、毎年度、参画研究機関による研究の

推進状況を確認していただくとともに、研究計画の必要な見直しを機動的に行う

ために、参画研究機関等を参集した研究推進会議を開催していただきます。 

また、研究推進会議には、必要に応じ、研究推進チーム等が参画し、研究の推

進に関する必要な助言・指導を行います。 

 ③ 研究計画書及び研究推進状況の報告 

研究課題の実施に当たっては、毎年度、研究計画書及び研究推進状況報告書を

提出していただきます。研究の進捗状況によっては、研究費の減額、研究の中止

を求めることがあります。 

 

（２）研究課題の評価 

 ① 中間評価 

   研究開始２年度目以内に、中間評価を実施します。中間評価の結果によっては、

研究計画の変更又は中止、研究費の減額等の措置をとることがあります。 

 ② 事後評価 

研究実施期間終了後に事後評価を実施します。 

 

10 応募に当たってのその他の注意事項 

（１）重複応募・重複研究参画 

同一の者が研究総括者として２件以上応募することは、差し控えて下さい。 

なお、同一の者が研究の分担者として複数の研究課題に参画することは差し支え

ありませんが、応募書類に記載するエフォート（研究専従率）は正確に算出して下

さい。また、研究総括者が異なれば同一機関が複数課題の研究機関等として応募す
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ることは可能です。 

 

（２）不合理な重複及び過度の集中の排除 

① 本事業の応募の際には、他府省を含む他の公募型研究資金等の応募・受入状況

（制度名、研究課題名、実施期間、研究費総額、エフォート（研究専従率）等）

を応募書類に記載していただきます（研究実施計画書様式３の「６．他府省を含

む他の公募型研究資金等の応募・受入状況」を参照）。なお、応募書類に事実と

異なる記載をした場合は、研究課題の採択の取消又は委託契約の解除、委託費の

返還等の処分を行うことがあります。 

② 課題採択に当たっては、「競争的資金の適正な執行に関する指針」（平成 17

年９月９日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ、平成 24 年 10 月 17

日改正））に準じ、応募書類（研究計画書）及び他府省からの情報等により、公

募型研究資金の不合理な重複及び過度の集中が認められた場合には、研究課題の

採択を見合わせる場合等があります。 

なお、このような課題の存在の有無を確認する目的で、課題採択前に、必要な

範囲内で、採択予定課題及び研究計画書の内容の一部（制度名、研究者名、所属

機関、研究課題、研究概要、予算額等）を、他府省を含む他の公募型研究資金担

当部局に情報提供する場合があります。 

 

（３）研究費の不正使用防止 

① 不正使用防止に向けた取組 

農林水産省では、研究費の不正使用防止への対応については、「公的研究費の不

正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針）」（平成 18年８月 31日総

合科学技術会議決定）に則り、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイ

ドライン（実施基準）」（平成 19 年 10 月１日付け 19 農会第 706 号農林水産技術

会議事務局長、林野庁長官及び水産庁長官通知、平成 26年 12月 18日改正）（以下、

「公的研究費ガイドライン」という。）を策定しており、これらを必ず遵守して本

事業を実施して下さい。 

ア 公的研究費ガイドラインに基づく誓約書の提出 

研究機関等（共同機関を含む）においては、平成 28年度契約時までに、本事

業費の運営・管理に関わる全ての者（事務職員を含む）に、公的研究費ガイド

ラインに基づく誓約書を提出していただく必要があります。共同研究グループ

の場合は、中核機関が共同機関分も取りまとめて提出して下さい。なお、本誓

約書の提出がない者は、本事業の運営・管理に関わることができませんのでご

注意下さい。 

イ 公的研究費ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に係る報告 

平成 28年度内に、公的研究費ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に

ついて、書面による報告をしていただきます。また、現地調査等を行う場合が

ありますので、ご承知おき下さい。 
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② 不正使用等が行われた場合の措置 

ア 本事業及び当省の他の事業並びに他府省の事業において、研究費の不正使用

又は不正受給（以下「不正使用等」という。）を行ったために、委託費等の全

部又は一部を返還した研究者及びこれに共謀した研究者については、以下の通

り、当該研究費を返還した年度の翌年度以降、一定期間、本委託研究に係る新

規の応募又は継続課題への参加を認めません。 

（ア）不正使用（故意若しくは重大な過失による競争的資金等の他の用途への使

用又は競争的資金等の交付決定の内容やこれに附した条件に違反した使用を

いう。）を行った研究者及びそれに共謀した研究者 

ａ 個人の利益を得るための私的流用が認められた場合：10年間 

ｂ ａ以外による場合 

(a) 社会的影響が大きく、行為の悪質性も高いと判断された場合：５年間 

(b) (a)及び(c)以外の場合：２～４年間 

(c) 社会的影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された場合：１年間 

（イ）不正受給（偽りその他不正な手段により競争的資金等を受給することをい

う。）を行った研究者及びそれに共謀した研究者：５年間 

（ウ）不正使用等に直接関与していないが善管注意義務に違反した研究者：不正

使用等を行った研究者の応募制限期間の半分（上限は２年間とし、下限は１

年間で端数は切り捨てる。）の期間 

（エ）他省庁を含む他の競争的資金等において不正使用等を行った研究者及びそ

れに共謀した研究者並びに善管注意義務に違反した研究者：当該競争的資金

等において応募、参加を制限されることとされた期間と同一の期間 

（注） 善管注意義務対象者の例示：原則、日常的に研究資金の管理を行うことが可能であっ

て、研究実施に当たって管理する立場にある研究者が、競争的資金等の使用・管理状況を

把握せず、管理者としての責務を全うしなかった結果、被管理者（その他の研究者）が不

正を行った場合に、善管注意義務違反となることが想定される。 

イ 本事業において研究費の不正使用等を行ったため、委託費の全部又は一部の返

還措置がとられた場合、当該不正使用等の概要を公表するとともに、国費による

研究資金を所管する各府省及び農林水産省所管独立行政法人に情報提供いたしま

す。このことにより、他の事業等においても申請が制限される場合があります。 

ウ 研究費の不正使用等が行われた場合において、その原因の一つとして研究費の

不正使用等に関与した研究者等が所属する機関における公的研究費の管理・監視

体制が不十分であった場合には、同機関に所属する全ての研究者について、一定

期間、委託研究への応募又は参加を認めないこととします。 
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（４）虚偽の申請に対する対応 

  本事業に係る申請内容において、虚偽行為が明らかになった場合、実施課題に関

する委託契約は取り消され、委託費の一括返還、損害賠償等を委託先である研究機

関等に求める場合があります。 

 

（５）研究活動の不正行為防止 

① 不正行為防止に向けた取組 

農林水産省では、研究活動の不正行為（発表された研究成果の中に示されたデ

ータや調査結果等の捏造、改ざん及び盗用）（以下「特定不正行為」という。）

に関し、「研究不正行為への実効性のある対応について」（平成 26年９月 19日

総合科学技術・イノベーション会議決定）及び「農林水産省所管の研究資金に係

る研究活動の不正行為への対応ガイドライン」（平成 18年 12月 15日付け 18農

会第 1147 号農林水産技術会議事務局長、林野庁長官及び水産庁長官通知、平成

27 年 1 月 21 日改正）（以下「不正行為ガイドライン」という。）に則り、「農

林水産省における研究活動の不正行為への対応に関する規程」（平成 18年 12月

15日付け 18農会第 1148 号農林水産技術会議事務局長、林野庁長官及び水産庁長

官通知、平成 27年３月 31日改正）を策定しており、これらを必ず遵守して本事

業を実施して下さい。 

  ○ 不正行為ガイドラインに基づく研究倫理に関する誓約書の提出 

研究機関等（共同機関を含む）においては、不正行為ガイドラインに基づい

て、研究倫理教育責任者を設置するなど不正行為を未然に防止する体制を整備

するとともに、機関内の研究活動に関わる者を対象に、契約締結時までに研究

倫理教育を実施していただく必要があります。また、研究活動の特定不正行為

に関する告発等を受け付ける窓口の設置や、特定不正行為に関する告発があっ

た場合に調査委員会を設置し調査を行う等、研究活動の特定不正行為に対応す

る適切な体制を整備していただく必要があります。平成 28年度契約時までに、

研究倫理に関する誓約書を提出いただきますが、共同研究グループの場合は、

中核機関が共同機関分も取りまとめて提出して下さい。なお、誓約書が提出さ

れない限り、契約を締結することができませんので、ご注意下さい。 

②  特定不正行為が行われた場合の措置 

特定不正行為があったと認定された研究に係る資金の配分を受けた機関に対

し、当該研究に配分された研究費の一部又は全部の返還を求める場合があります。

また、特定不正行為に関与したと認定された者及び特定不正行為に関与したとま

では認定されないものの、特定不正行為があったと認定された研究に係る論文等

の内容について責任を負うものとして認定された著者に対し、以下の通り、一定

期間、本委託研究をはじめとする農林水産省所管の研究資金等への申請を制限す

る場合があります。 
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ア 特定不正行為に関与したと認定された者については、その特定不正行為の程

度により、特定不正行為と認定された年度の翌年度以降２年から 10年 

イ 特定不正行為に関与したとまでは認定されないものの、特定不正行為があっ

たと認定された研究に係る論文等の内容について責任を負う者として認定され

た著者については、特定不正行為と認定された年度の翌年度以降１年から３年 

なお、上記の措置の対象となった者の氏名・所属、当該措置の内容、特定不正

行為の内容等を公表するとともに、国費による研究資金を所管する各府省及び農

林水産省所管独立行政法人に情報提供しますので、他の事業等においても申請が

制限される場合があります。 

 

（６）秘密の保持 

委託研究に係る応募書類及び e-Rad への登録のために応募者から提出された資

料に含まれる個人情報は、委託研究の採択の採否の連絡、採択課題に係る契約手

続、評価の実施、e-Rad を経由した内閣府の「政府研究開発データベース」への

情報提供等、農林水産政策研究所が業務のために利用・提供する場合を除き、応

募者に無断で使用することはありません（ただし、法令等により提供を求められ

た場合を除きます。）。 

なお、採択された個々の研究課題に関する情報（研究課題名、研究概要、研究

機関名、研究者名、研究実施機関等）は、行政機関が保有する情報として公開さ

れることがあります。 

 

 本公募要領に関するお問い合わせ先  

 

 〒１００－００１３ 東京都千代田区霞が関３－１－１ 

                中央合同庁舎第４号館 

          農林水産省農林水産政策研究所（委託研究事務局） 

      電 話：０３－６７３７－９０４６、９０９１ 

ＦＡＸ：０３－６７３７－９０９８ 

 

 

 ホームページアドレス  

 

http://www.maff.go.jp/primaff/kenkyu/koubo/index.html 

 

 

 



 

 

 

 別紙１ 

 

 

平成 28年度研究テーマの概要 

 

 

【研究テーマ】 

医療分野との連携による農業・農村の活性化とその波及効果及び体系的支援の在り

方に関する研究 

 

【研究テーマの目標】 

我が国では超高齢社会を迎え、国民の健康や医療への関心がさらに高まっており、

食や農業に対するニーズも多様化している。こうした中、機能性表示食品制度等を

活用した健康関連の食市場や漢方薬原料である薬用作物の国産化、農作業や農山村

の保健・休養機能を生かした健康市場等、医療分野と農業・農村分野が連携した取

組が注目されつつある。 
しかしながら、こうした取組について、先進的な事例の分析等はあるものの、農

業分野と医療分野の連携のあり方や、連携による農業・農村活性化の効果、関連す

る分野への波及効果の定量的論証については明らかになっていない。 
このため、農村地域が有する資源を活用し、医療分野と農業・農村分野との連携

した取組等について、他地域においても展開が図れるよう、事業の仕組みを解明す

るとともに、農業・農村の活性化の効果を分析し、体系的な政策支援方策を示すこ

とを目標とする。 
 

【想定される研究課題の例】 

・ 薬用作物の産地化形成による農村地域への経済効果と戦略的な生産・出荷・販

売システムの構築に関する研究 

・ 機能性農産物の医療施設や介護施設等への提供の仕組みと産地への波及効果に

関する研究 

・ 病院等が行う認知症ケアを通じた農業・農村活性化と体系的支援のあり方に関

する研究 

・ 医療関係者と観光業者等との連携による、農村の地域資源を活用した地域振興

策の地域経済効果と体系的支援のあり方に関する研究 

 

 

 

 

 



 

 

別紙２ 

府省共通研究開発管理システム（e-Rad）による応募について 

 

 

１ 府省共通研究開発管理システム（e-Rad）について 

府省共通研究開発管理システム（以下、「e-Rad」という。）とは、各府省が所管する競争的研究資金制

度を中心として、 研究開発管理に係る一連のプロセス（応募受付→審査→採択→採択課題管理→成果報告

等）をオンライン化する府省横断的なシステムです。 

（１）ポータルサイトへのアクセス方法 

e-Rad のポータルサイトへアクセスするには、Web ブラウザで「http://www.e-rad.go.jp/」にアクセス

します。ポータルサイトでは、本システムに関する最新の情報を掲載しています。 

また、本システムへは、ポータルサイトからログインします。 

（２）システムの利用時間及び操作方法等に関するお問い合わせ先 

システムの利用時間：平日、休日ともに0:00～24:00 

ヘルプデスク電話番号：0570-066-877 (ナビダイヤル) 

ヘルプデスク受付時間：平日9：00～18：00 

（平成28年４月1日現在。時間については、今後変更する可能性がありますので、e-Rad のポータルサイ

ト「システムのサービス時間」http://www.e-rad.go.jp/terms/support/index.html にてご確認下さい。） 

 

２ 応募受付期間について 

平成28年４月14日（木）～平成28年５月27日（金）16時 

 

３ システム利用に当たっての事前準備について 

中核機関及び共同機関の事務担当者は、ポータルサイトの「システム利用に当たっての事前準備」に従っ

て、研究機関の登録申請及び所属研究者（研究分担者を含む全ての研究者）の登録を行います（既に登録済

みの場合には、申請及び登録を行う必要はありません。）。 

研究機関の登録は、通常でも１～２週間程度、混雑具合によってはそれ以上の時間を要する場合もありま

すので、余裕をもって申請を行って下さい。 

 

４ 研究実施計画書等の作成について 

（１）公募要領及び申請様式（研究実施計画書等）のダウンロード 

提案者は、農林水産政策研究所のホームページ又はポータルサイトの「現在募集中の公募一覧」から公募

要領及び申請様式（研究実施計画書等）をダウンロードし、公募要領に従って研究実施計画書等を作成しま

す。 

 

（２）研究実施計画書等の PDFファイルの作成 

① 研究実施計画書等の別紙１は代表者印を押印し、スキャナー等で読み取りPDFファイルを作成する。 

② 研究実施計画書等の別紙２、３及び４については、PDFファイルに変換する。 

③ 別紙５及び別紙６については、申請時に既に提出が可能な場合はスキャナー等で読み取り、PDFファ

イルを作成する。（申請時の提出が難しい場合は契約時までに別途提出のこと。） 

④ ①、②及び③のファイルを結合する。（10MB以内。白黒でも可。） 

 



 

５ 応募情報の登録について 

（１）応募情報の登録の事前準備 

システムへの応募情報の入力の際には、次のものを用意します。 

① システムの「研究者向けマニュアル(http://www.e-rad.go.jp/kenkyu/doc/06_ALL.pdf) 」及び本資料 

② 研究実施計画書等とそのPDFファイル 

③ 各研究者のシステムに登録済みの研究者番号 

④ 各研究者の平成28年度の予算額（直接経費（総額）及び間接経費（総額）） 

 

（２）応募情報の入力手順 

応募情報の入力は、中核機関の研究総括者がポータルサイトへログインし、応募課題を検索して応募情報

を入力します（共同機関の研究実施責任者等に入力をさせることもできます。）。なお、システムの操作手

順の詳細は、「研究者向けマニュアル」をご覧下さい。 

 

（３）応募情報の提出及び承認について 

応募情報を入力した提案者は、内容に誤りがないことを確認し、応募情報を提出します。正しく提出が行

われると、「応募情報を確定しました」というメッセージ表示され、応募課題の情報が研究機関の事務担当

者に対して提出されます。 

農林水産省へ応募情報を提出するには、中核機関の事務代表者の「承認」が必要です。中核機関の事務代

表者による「承認」を応募受付期間中に終わらせないと農林水産省へ応募情報を提出したことにはなりませ

んので、十分にご注意下さい。承認については、「研究機関事務代表者向けマニュアル」 

（http://www.e-rad.go.jp/shozoku/manual/index.html）をご覧下さい。 

 

６ その他 

（１）提出した応募情報の修正等 

応募受付期間中であれば、農林水産省へ提出した応募情報を引戻し、修正することができます。この場合、

応募受付期間中に修正を終了し、再度応募情報の提出及び中核機関の事務代表者による承認をする必要があ

ります。 

応募受付期間終了間際には、ヘルプデスクにつながりにくくなることが予想されます。また、システムは、

緊急のメンテナンス等により、サービスを停止する場合があります。ポータルサイトの「最新のお知らせ」

をご確認の上、余裕をもって応募情報の入力等を行って下さい。 

 

（２）応募受付期間終了後の連絡体制 

中核機関の研究総括者は、応募の内容について農林水産省の担当者から問合わせを行う場合がありますの

で、応募受付期間終了後、１週間程度は確実に連絡が取れるようにして下さい。 

 

７ 補足資料について 

企業、公益法人又はNPO法人が、中核機関又は共同機関として参画する場合には、以下の補足資料を提出

して下さい。なお、ファイル容量等の関係等で、当該システムに補足資料をアッロードできない場合は、郵

送で委託研究事務局に提出して下さい。 

（１）企業の場合 

① 経歴書（経歴が確認できる会社案内等も可） 

② 最新の決算（営業）報告書１年分（又はそれに準じるもの） 

 

（２）公益・一般法人、NPO法人の場合 

① 定款又は寄附行為 

② 最新の決算（営業）報告書１年分（又はそれに準じるもの） 



 

 

別紙３ 

契約上支払対象となる経費について 

 

１ 委託経費の対象となる経費 

（１）直接経費…研究の遂行及び研究成果の取りまとめに直接必要とする経費 

ア 人件費 

研究開発に直接従事する研究員等及び研究推進に係るコーディネートを行う者の人件

費（研究推進に係るコーディネートを行う者の人件費については、中核機関のみ計上可

能）。なお、国、あるいは、地方公共団体からの交付金等で常勤職員の人件費を負担し

ている法人（地方公共団体を含む）については、常勤職員の人件費は計上できません。 

 イ 謝金 

   研究のアドバイザー等に対する謝金。 

 ウ 研究員等旅費 

   当該研究機関等に所属する研究員等の調査、連絡等に要する国内外旅費。 

 エ 委員旅費 

   研究のアドバイザー等の国内外旅費。 

 オ 試験研究費 

  ・賃金 

   委託研究に従事する研究補助者等に係る賃金。 

  ・機械・備品費 

委託研究課題で使用するもので、原形のまま比較的長期の反復使用に耐え得るものの

うち、取得価格が 10万円以上の物品の購入経費。 

 ・消耗品費 

   委託研究課題で使用するもので、機械・備品費に該当しない物品。 

  ・雑役務費 

   単純な分析等の外注費、学会参加費、レンタカー代金など。 

  ・印刷製本費 

   報告書、資料等の印刷、製本等に係る経費。 

 

（２）間接経費…研究機関等が研究遂行に関連して間接的に必要とする経費であり、管理部

門、研究部門、その他関連事業部門に係る施設の維持運営経費等、研究の実施を支えるた

めの経費であって、直接経費として充当すべきもの以外の経費。 

直接経費の 30％に当たる額を上限として計上できます。間接経費の執行に当たっては「競

争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（平成 13年４月 20日競争的資金に関する関

係府省連絡会申し合わせ、平成 21年３月 27日改正）

（http://www.maff.go.jp/primaff/kenkyu/koubo/pdf/kansetukeihi_kyotu_sisin.pdf）に

基づき、研究機関等の長の責任下で、使途の透明性を確保し、適切な執行を図って下さい。 

  なお、間接経費の主な使途の例は以下の通りです。 

 ○ 管理部門に係る経費 

  －管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 

  －管理事務の必要経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅

費、会議費、印刷費など  

○ 研究部門に係る経費 



 

  －共通的に使用される物品等に係る経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議

費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

  －当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信

運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

  －特許関連経費 

  －研究棟の整備、維持及び運営経費 

  －設備の整備、維持及び運営経費 

  －ネットワークの整備、維持及び運営経費 

  など 

○ その他の関連する事業部門に係る経費 

  －研究成果展開事業に係る経費 

  －広報事業に係る経費 

  など 

 

③ 研究調査委託費（中核機関のみ計上可能）…共同機関に対する試験研究の委託に要する

経費及び研究推進に係る業務の一部を他の機関に委託するために要する経費。 

 

注１ 直接経費に計上できるものは、本委託事業の遂行及び研究成果の取りまとめに直接

必要であることが経理的に明確に区分できるものに限ります。特に消耗品費を計上す

る場合は注意が必要です。 

注２ 機械・備品費については、以下の点にご注意下さい。 

 ・研究機関等として通常備えるべき機器については、対象外です。 

 ・専ら本委託事業を行うために必要であるなどの合理的な理由を説明ができるものに限

り対象となります。その場合でも、機器の必要期間を勘案し、リース等で対応するこ

とを原則とし、経費が抑えられる場合のみ計上することができます。 

 ・リース等の場合の経費は雑役務費に計上して下さい。 

 ・当該研究機関等が本来営む業務を実施するために整備した機器を委託事業に使用した

場合、その機器が破損もしくは劣化等で使用不能となっても当経費での機器の更新は

認められません。 

注３ 研究調査委託費の総額は委託費総額の５割以下とする必要があります。 

 

２ 購入機器等の管理 

委託事業により研究機関等が取得した物品は、委託事業期間内は研究機関等の所有となり、

善良な管理者の注意を持って管理していただくことになります。委託事業終了後の取り扱い

については、別途、国への返還の要否をお知らせすることにしています。本事業の購入物品

である旨、管理簿に登録した上で、物品にシールを貼るなどして明記して下さい。 

また、共同機関が取得した物品は、共同機関の所有となり、同様に善良な管理者の注意を

持って管理していただくことになります。委託事業終了後の取り扱いについては、中核機関

を通じてお知らせします。 


